
















わが国の社会福祉政策は，1973 (昭和 48) 年の第 1 次石油ショック以降，高度経済成長の
終焉に伴って，1979 (昭和 54) 年に閣議決定された「新経済社会 7か年計画」，第二次臨時行





一方，1990 年代に入って地方分権が本格化し，地方分権推進法の制定 (1995 年) や地方分
権推進計画の策定 (1998 年) に続き，1999 年 (平成 11 年) に，いわゆる「地方分権一括法」
が成立した。この法律は，従来の集権型行政システムから分権型行政システムへの転換に向け



















































































2010 年 (平成 22年) 12 月に公布された「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏ま
えて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法





































































































































































































調査の実施期間は，平成 23 年 2 月 8日から 2 月 28日である。
調査は，質問紙を郵送し，回答は郵送または電子メールでの受ける方法で行われた。
④ 調査対象
調査対象は，人口 10万人以上 (東京 23区を除く) の市。
⑤ 回答結果



























は重要な視点である。調査では，個別ケースなどの検討状況 (問 15) は，全体としては
「行っている」が 144件 (71.3%) と多く，開催頻度において，数の多少はあるが，恒常的に
行われている状況がわかる。
開催目的 (複数回答) では，「情報共有に関すること」が 93 件 (38.3%)，「制度化された







すること」と「事業化・施策化に関すること」を合わせると計 69件 (28.4%) と 3 割弱に留
まっていること，また，個別ケース検討で解決が出来なかった場合の対応 (問 16) について，
最も多い対応として「部会やワーキングを活用し，専門的に研究する」と「市へ提言，要望す
る」の合計が 16件 (21.0%) で 2割程度と低いことからも，現状では社会資源の開発，発掘
など，問題解決に迫る運営については不十分な状況となっている。




























8) については，調査では，「策定検討組織への関与がある」が 63件 (25.5%)，「進行管理へ
の関与がある」が 60件 (24.3%) となっており，策定段階，あるいは策定後の段階での関与
が見られる。また，「政策提言するルートがある」が 53件 (21.4%) あり，その他の回答から
も今後の関与を予定する市が多数あることや，構成員が策定委員を兼ねるなどの間接的関与の
例も示されていることから，「関与していない」の 39件 (15.8%) を除いて 8 割以上の市で，
地域自立支援協議会の障害福祉計画への関与の仕組みが出来きつつあると考えられる。
一方，施策化・事業化のルールとして，障害福祉計画への反映や施策化・事業化する用意が









処遇困難ケースの検討からの施策化・事業化 (問 17) については，「ある」が 42 件 (20.8%)，
「ない」が 110件 (54.5%) であり，施策化・事業化されたケースは少ない。施策化・事業化
できた要因 (問 18) としては，複数回答有ではあるが，「従前からの課題であった」が 29件






















4) については，「地域課題を事業化・施策化につなげる場」が 94件 (46.5%) と半数近くを
占め，他の「情報交換の場」，「行政サービスの調整を含めたケアマネジメントを行う場」，「審
議会的な役割を果たす場」の回答を大きく上回っている。
一方，重要視する自立支援協議会の機能 (問 5) の問いの中では，複数回答有ではあるが，













支援協議会の運営方法 (問 3) では，「市直営」が 126件 (62.3%) となっており多数を占めて
いる。また，「市及び委託先による運営」40件 (19.8%) をあわせると 166件となり，市が単
独，あるいは民間相談事業所と合同で運営をしている状況は 80%を超え，行政が主導的に運
営していることが見て取れる。
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行政職員の関与 (問 6) については，複数回答有ではあるが，「総合調整や助言等は行うが，
直接，会議等には参加していない」が回答数 424件のうち 4件 (0.9%) に留まり，「自立支援
協議会の全ての会議に概ね出席している」が 146件 (34.4%)，「運営会議 (事務局会議)」に
出席している」が 117件 (27.6%)，「専門部会またはプロジェクトチーム等の委員として積極









に進める重要な要素 (問 7) として，複数回答有ではあるが，「委員をはじめとした関係者の




また，関係者のモチベーションを上げるための効果的なもの (問 10) として，「地域の実態
や課題等に関する情報の共有化」が 72 件 (35.7%) と多数を占めたが，「地域課題の解決など
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202 (100%)計5 (2.5%)〜60万人



















































































事業化・施策化に関すること …22 件 ( 9.1%)
その他 …19件 ( 7.8%)
(b) どのような目的で開催しましたか。(複数可)
情報共有に関すること …93件 (38.3%)
制度化されたサービスの調整に関すること …62 件 (25.5%)
7〜15回 …23件 (25.6%)
16〜30回 …8件 ( 8.9%)
31〜50回 …5件 ( 5.6%)
51回以上 …16件 (17.7%)
(a) 年間 (平成 21 年度) の開催回数





























問 19 問 17 で「イない」の回答した場合，その要因を 2つお選び下さい。
事業的に未成熟な内容であった 26 14.5%ア
10.0%18事業の必要性が乏しいと判断したからエ
18.3%33既存施策と比較して優先順位が低いオ
26.7%48その他カ
13.3%24将来需要が大きすぎて，とても財源が見込めないイ
17.2%31国や県で制度化されていないウ
